








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































OECDで 示 さ れ た
キー・コンピテンシー
中教審答申
「初等中等教育におけ
る当面の教育課程及び
指導の充実・改善方策
について」
中教審答申
「子どもを取り巻く環
境の変化を踏まえた幼
児教育の在り方につい
て－子どもの最善の利
益のために幼児教育を
考える－」（2005年１
月、以下「幼児教育の
在り方」答申）
『幼児期から児童期へ
の教育』（国立教育政策
研究所教育課程研究セ
ンター）
中教審答申
「新しい時代の義務教
育を創造する」
2001年
2002年
2003年
2003年
2005年
2005年
2005年
安全で安心な学校生活をスター
トさせる
教育行政における幼小接続期の政策形成についての考察 111
幼小接続カリキュラムの開発は、これ
を機に充実改善される意義がさらに深
まった
同プログラムは、教育委員会の指揮の
もと現場の状況を改善し、幼小接続カ
リキュラムの作成の推進に働きかけ
た。
教育内容での接続を法的に明示するた
め、これまでは学校種の末尾においた
幼稚園を最初に挙げた。
結果として、「子ども中心と教師中心、
領域と教科、遊びと学習」の葛藤から、
「協同的な学び」の用語は見られなく
なった。
小学校は、小学校１年生の適応状況を
カリキュラム編成の深刻な課題として
意識した。
「第１学年の児童の学校生活への適応
状況にかかわる実態調査」（東京都内
公立小学校1313校調査平成21年東京都
教育庁）は大きな衝撃として捉えられ
た。
次第に、「小１プロブレム」の用語は
見られなくなり、大きな生活の変化に
より「子どもはその生活の変化にうま
く適応できないこともある」の言及が
見られる程度となった。
大単元によって「児童が自らの思いや
願いの実現に向けた活動を、ゆったり
とした時間の中で進めていくことが可
能」になると考えられた。
保護者の就労の有無にかかわらず、就学前の
児童すべてを対象とすることになった。
国、地方公共団体、教育現場における連携の
充実が必須条件となり、「幼児教育の在り方」
答申の求める施策として提示。
国には、幼稚園で小学校以降の生活や学習の
基盤を培う指導充実のため幼稚園教育要領の
改訂の検討を求めた。
地方公共団体には、幼稚園が小学校教育との
移行に配慮したモデルカリキュラムを策定す
る等の支援を進めた。
学校教育法第１条が改められた。
「この法律で、学校とは、幼稚園、小学校、中
学校…」とし、第22条の幼稚園の目的には、
「幼稚園は、義務教育及びその後の教育の基
礎を培う」という新たな規定も追加。
「協同的な学び」の用語の使用に対する意見
が相次いだ。例えば、教育方法の問題として、
「協同的な学び」を実践しようとして形式的
なグループ作りが行われること、教育内容の
問題として５領域との関連づけが難しいこと、
学びの理解の問題として、「勉強的」なこと
を「分担して学ぶ」と誤解されるとする意見。
小１プロブレムの要因として、カリキュラム
の改善ではなく「子どもの問題」として指摘。
「自制心や規範意識の希薄化、生活習慣の確
立が不十分」な子どもを小学校生活に「適応」
させることが課題としている。
幼児教育では、幼小の交流の機会を中心とし
て両者の連携を図ることが改善事項に盛り込
まれた。
新幼稚園教育要領は、「幼児と児童の交流」、
小学校教師との「意見交換や合同の研究」の
機会の設定提示。
新幼稚園教育要領解説は意義ある交流のため
の継続性と計画性にも言及。
生活科と特別活動のみが、小１プロブレムと
「学校への適応」の困難に言及。生活科では
「学校生活への適応」、特別活動では「集団
への適応」を問題視。生活科を核とした入学
当初の単元構成及び他教科等と生活科との合
科的・関連的な指導の一層の充実、幼児と児
童の合同の学習活動、教師の相互交流を例示。
特別活動では、人間関係を築く社会的スキル
を習得する活動を効果的に採用することだっ
た。
新幼稚園教育要領の解説では「小１プロブレ
ム」の用語が使用されていない。しかし、生
活科と特別活動の新学習指導要領解説の中で
は、生活科で４回、特別活動で９回も「小１
プロブレム」が使用されている。
「スタートカリキュラム」初出。
４月の最初の単元で、学校を探検する生活科
の学習活動を核として国語科、音楽科、図画
工作科等の内容を合科的に扱う大きな単元を
構成。大単元から徐々に各教科に分化してい
くように編成（『小学校学習指導要領解説生
活編』）。
「認定こども園法案」
（正式名称「就学前の
子どもに関する教育、
保育等の総合的な提供
の推進に関する法律
案」）成立
「幼児教育振興アク
ションプログラムの策
定」
新学校教育法（改正）
中教審教育課程部会幼
稚園教育専門部会
中教審答申
「幼稚園、小学校、中
学校、高等学校及び特
別支援学校の学習指導
要領等の改善につい
て」
学習指導要領
改訂
2006年
2006年
2007年
2008年
2008年
2008年
善 野 八千子112
2008年度以降、幼児教育実態調査（文
部科学省）に「教育課程の編成に関す
る小学校との連携」の項目が加わった。
行政主導の行動目標として教育現場に
課される傾向が見られ、実施率が数値
化される。
幼児期と低学年の共通性を表すために
生活科の「三つの自立」（「学びの自立」
「生活上の自立」「精神的な自立」）を
そのまま用いている。以前と異なる点
は、直接的・具体的な対象との関わり
を支える「言葉」と「表現」の役割を
重視した点。
「人とのかかわり」は、他者と協同的
な関係をつくる社会的な経験を取り上
げている。
また、「ものとのかかわり」は、自然
やものや道具に媒介された認知的な経
験を取り上げている。
獲得された知識や技能ではなく、「言
葉」と「表現」が人やものとの関わり
を媒介することに着眼点が置かれた。
幼稚園教育要領の改訂内容を踏まえ、
保育所保育指針及び幼保連携型認定こ
ども園教育・保育 要領の改訂内容つい
て整合性が図られた。
幼稚園と小学校の接続と同様に、保育
所及び幼保連携型認定こども園につい
ても小学校との円滑な接続を一層の推
進が求められる。
後に、スタートカリキュラムは、「適
応指導を長くやるという意識からまだ
出ていない」、「小学校低学年の学び方
を変えるものになっていない」との批
判もある。
「10の姿」の育成は、「小学校教育の前
倒し」等の誤解のない説明と実践例の
提示が求められる。 幼児期の豊富な体
験によって身に付けた学びの基礎が、
小学校の各教科へとつながるという改
訂の周知と実践化の段階に来ている。
教育を人生前半の社会保障に位置づけるアイ
ディアはで明記され、閣議決定にも影響を与
えた。
今後のカリキュラムの理論化の構想原理と概
念に基づいて構成された幼小接続カリキュラ
ムのシステム構築をめざす。
「教育の目的・目標」「教育課程」「教育活動」
展開の３段構造を提示。
「言葉」と「表現」を通して「気付きや思考
を深める」経験が、学びの経験に位置づけ。
「各学校段階、各教科等における改訂の具体
的な方向性」幼児教育で育みたい資質・能力
として、「知識・技能の基礎」、「思考力・判
断力・表現力等の 基礎」、「学びに向かう力、人
間性等」の三つを、現行の幼稚園教育要領等
の５領域（「健康」、「人間関係」、「環境」、「言
葉」、「表現」）を踏まえて、遊びを通しての
総合的な指導により一体的に育むことが明記。
５歳児修了時までに育ってほしい具体的な姿
（「健康な心と体」「自立心」「協同性」「道徳
性・規範意識の芽生え」「社会生活との関わり」
「思考力の芽生え」「自然との関わり・生命
尊重」「数量・図形、文字等への関心・感覚」
「言葉による伝え合い」「豊かな感性と表現」）
を明確にし、幼児教育の学びの成果が小学校
と共有されるよう工夫・改善を行う。」
留意事項（抜粋）
「（3）幼稚園教諭の養成課程における小学校
の内容の取扱いについて免許法施行規則の改
正により、「幼稚園教諭の養成課程においては
従来の小学校の教科に関する科目から、幼稚
園教育要領に規定する領域に関する専門的事
項について修得」「幼稚園教諭が小学校教育
についての理解を深めることは引き続き重
要」。
各養成課程への期待として、「教職課程コアカ
リキュラムが示すように、保育内容の指導法
の科目の中で、小学校の教科等のつながりを
理解することを内容に含めることや大学が独
自に設定する科目等を活用するなどし、小学
校教育の理解に資する内容が取り扱われるこ
と」
幼児教育において育みたい資質・能力の明確
化。
「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が
示された。
教育再生懇談会第四次
報告
安心社会実現会議
骨太方針2009
「幼児期の教育と小学
校教育の円滑な接続の
在り方について」（文科
省報告）
「幼稚園、小学校、中
学校、高等学校及び特
別支援学校の学習指導
要領等の改善及び必要
な方策等について（答
申）」
教育職員免許法施行規
則等の一部を改正する
省令
新幼稚園教育要領元年
（改定）
2009年
2010年
2016年
2017年
2018年
第４段階
学びに向かう子どもを育てる
